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基準
金融活動作業部会（FATF）は2018年10月に勧告15を改正し、マネーロンダ
リング防止およびテロ資金供与対策の目的で、暗号資産サービス提供者
（VASP）を規制するよう各国に求めるとともに、用語集に「仮想資産」
（virtual asset）と「仮想資産サービス提供者」（virtual asset service
provider）の定義を加えました。VASPとは、業として、他人のために、ま
たは他人に代わって、5つの業務のいずれかを行う自然人または法人をい
います。その業務とは、仮想資産と法定通貨との交換、仮想資産同士の交
換、仮想資産の移転、仮想資産またはその支配を可能にする手段の保管ま
たは管理、そして発行体による仮想資産の募集または販売に関連する金融
サービスへの参加またはその提供です。2019年6月、FATFは勧告15の解釈
ノートを採択し、VASPのライセンス制または登録制、監督、およびあら
ゆる予防措置を求めました。同ノートの第7項(b)には「トラベルルール」
が定められています。送金側および受取側のVASPは、仮想資産の移転に
ついて、必要な送金人情報および受取人情報を取得し、保持し、伝達しな
ければなりません。ただし、各国は1,000米ドルまたは1,000ユーロの僅少
基準（デミニミス）を設けることができます。1
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2021年10月28日のFATFの「仮想資産および仮想資産サービス提供者に対す
るリスクベース・アプローチに関する改訂ガイダンス」は、6つの分野で
基準を精緻化しました。仮想資産とVASPの定義、ステーブルコインへの
基準の適用、ピアツーピア取引のリスク、ライセンス制および登録制、ト
ラベルルールの実施、そしてVASP監督当局間の情報共有です。同ガイダ
ンスは、DeFiの仕組みの創設者、所有者および運営者のうち、支配または
十分な影響力を保持する者は、その仕組みが自らを分散型と称していても
VASPに該当し得るとの立場を採りました。これに対し、NFTは、決済や
投資に用いられない限り、原則として定義の対象外とされています。
22022年以降、FATFは実施状況に関する年次の「ターゲット・アップデー
ト」を公表しています。2025年6月26日の第6回アップデートは、99の法域
がトラベルルールに関する法律を制定済みまたは制定中であること、そし
て現在ではオンチェーンの不正活動の大半にステーブルコインが関わって
いることを報告しました。また、朝鮮民主主義人民共和国が2025年2月に
Bybit取引所から14.6億米ドルを窃取し、そのうち回収されたのはわずか
3.8％にとどまることも記録しています。そして、基準が機能するために
は、世界の仮想資産活動の約98％を占める法域が基準を完全に実施しなけ
ればならないと結論付けました。3

スイスにおける実施
スイスは、VASPを捕捉するために新たな立法を必要としませんでした。
マネーロンダリング防止法（AMLA）は、もともと金融仲介業者を機能に
よって定義しているからです。暗号資産の交換、カストディおよび移転
は、他人に属する資産を受け入れ、保管し、またはその移転を補助する
専門家の業務として、AMLA第2条第3項に該当します。FINMAは、2018年2
月のICOガイドラインと、ブロックチェーン決済に関する2019年のガイダ
ンス02/2019でこの立場を確認しました。同ガイダンスは、支払指図とと
もに伝達される情報に関する既存のFINMAマネーロンダリング防止令
（AMLO-FINMA）第10条を通じてトラベルルールを適用しました。スイ
スはトラベルルールについて1,000米ドル／ユーロの僅少基準を採用しな
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いことを選択したため、すべての移転に情報が付随します。また、アンホ
ステッド・ウォレットとの間の移転に先立ち、そのウォレットの実質的所
有者の確認を求めました。2021年に両替取引の本人確認の閾値が1,000スイ
スフランに引き下げられたのは、一見取引（occasional transactions）に関す
るFATFの懸念を受けたものです。スイスに対する2016年のFATF相互審査
は仮想資産に関する改正より前に行われましたが、その後のフォローアッ
プ報告書では、勧告15について概ね履行（largely compliant）と評価されて
います。4

シンガポールにおける実施
シンガポールは立法で対応しました。2020年1月28日に施行された決済
サービス法（Payment Services Act、PSA）2019は、2018年10月の改正後に起
草され、「デジタル・ペイメント・トークン・サービス」という名称の下
でFATFのVASPの定義を捕捉するよう設計されました。2021年決済サービ
ス（改正）法は、定義を移転、カストディおよび仲介にまで広げ、改正が
2024年4月に施行された時点でFATFの用語集と一字一句一致するようにし
ました。MAS告示PSN02は、DPTサービス提供者に対する予防措置とトラ
ベルルールを実施しており、完全な情報が求められる閾値は1,500シンガ
ポールドルに設定されています。2022年金融サービス・市場法（FSMA）
のDTSP制度は、ある法域から営業しながら他の法域の顧客にサービスを
提供するVASPに関するFATFの懸念に応えたものです。FATFはこの懸念を
2021年のガイダンスで示し、各ターゲット・アップデートでも繰り返して
きました。シンガポールに対する2016年の相互審査とそのフォローアップ
は、勧告15について履行（compliant）または概ね履行と評価しています。5

次のラウンド
両国は、2025年に始まり、有効性により重点を置いたFATFの第5次相互審
査に臨みます。仮想資産は、それ自体が独立した直接的成果（immediate
outcome）として評価されることになります。著者は、審査団が3つの点を
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検証すると予想しています。アンホステッド・ウォレットとの移転に対す
る監督、「支配または十分な影響力」の基準の下でのDeFiのフロントエン
ドの取扱い、そして無ライセンスの海外プロバイダーに対する執行の実績
です。スイスのSROモデルとシンガポールの直接監督は有効性の観点から
比較され、その結果はAMLO-FINMAとPSN02の次の改正に反映されること
になるでしょう。

注
FATF, Recommendation 15 and Interpretive Note to Recommendation 15
（2018年10月および2019年6月改正）、"International Standards on
Combating Money Laundering and the Financing of Terrorism and
Proliferation: The FATF Recommendations"（最新版）所収。トラベル
ルールはINR 15第7項(b)です。 ↩

FATF, Updated Guidance for a Risk-Based Approach to Virtual Assets and
Virtual Asset Service Providers, 2021年10月28日、パリ。6つの重点分野
はFATFの公表文に列挙されています。DeFiについては同ガイダンス
第67項以下を参照。 ↩

FATF, "FATF urges stronger global action to address illicit finance risks in
virtual assets"、仮想資産およびVASPに関する第6回ターゲット・アッ
プデート、2025年6月26日。同アップデートには、同日付のBest
Practices on Travel Rule Supervisionが添付されています。 ↩

FINMA Guidelines for enquiries regarding the regulatory framework for
initial coin offerings (ICOs), 2018年2月16日。FINMA Guidance 02/2019
（2019年8月26日）。AMLO-FINMA第51a条。FATF, Mutual Evaluation
Report Switzerland, 2016年12月、および2020年と2023年の強化フォ
ローアップ報告書。第F部第II章から第IV章を参照。 ↩

Payment Services Act 2019, First Schedule, Part 3（Payment Services
(Amendment) Act 2021による改正後のもの）。MAS Notice PSN02,
paragraph 13. FSMA 2022, Part 9. FATF, Mutual Evaluation Report

1. 

2. 

3. 

4. 

5. 

jp.SingaporeIQ.com

© 2026 Dr Alexander Ressos. General information only, not legal, tax or investment advice. No client relationship is created. All
Singapore law advice is provided by a duly licensed and regulated firm of Singapore advocates and solicitors only on the basis of an
express written letter of engagement. More information at SingaporeIQ.com and ressos.com.sg.

https://singaporeiq.com
https://www.ressos.com.sg


Singapore, 2016年9月、およびフォローアップ報告書。第L部第I章から
第III章を参照。 ↩

Disclaimer

This article is provided for general information only. It is based on publicly available sources as at its
date of publication. These sources have not been independently verified against licences, regulatory
registers or the records of the entities concerned. It is not legal, tax, financial or investment advice.
Nor is it a recommendation to invest in, transact with or use the services of any entity mentioned.
Law and regulation change frequently, so the content may be incomplete or outdated. To the fullest
extent permitted by law, Dr Alexander Ressos and the publisher of SingaporeIQ exclude all liability
for loss or damage arising from the use of or reliance on this article. Readers should obtain advice on
their specific circumstances before acting or refraining from action.

Names and trademarks of the entities discussed belong to their owners and are used for identification
only. Their mention implies no endorsement, affiliation or allegation of wrongdoing. All Singapore
law advice is provided by a duly licensed and regulated firm of Singapore advocates and solicitors
only  on  the  basis  of  an  express  written  letter  of  engagement.  Corrections  and  updates:
contact@ressos.com.

©  2026  Dr  Alexander  Ressos.  This  article  may  be  quoted  with  attribution  to  SingaporeIQ
(SingaporeIQ.com). Reproduction in full and any commercial use require prior written consent. The
Legal Terms at https://singaporeiq.com/legal-terms apply.
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